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実
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自
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事
務

法
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託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

教員指導力向上奨励事業 ○ H24 3 1 ○ 4,592 0 4,592 0 ○ ○ ○ 0

福井の教育力ステップアップ事業 ○ H25 2 1 ○ 414 0 0 414 ○ ○ ○ △ 48

福井県学力向上センター運営費 ○ H24 3 1 ○ 1,419 0 0 1,419 ○ ○ ○ △ 37

「夢や希望を育て未来を築く教室」開催事業 元気な社会 ○ H26 1 1 ○ 4,858 0 0 4,858 ○ △ 543

福井の教育発信事業 ○ H26 1 1 ○ 1,976 0 0 1,976 ○ 0

人事給与管理事業 ○ S21 69 4 ○ 11,345 0 0 11,345 ○ ○ ○ △ 3,485

教材研究支援事業 ○ H21 6 1 ○ 970 0 0 970 ○ ○ ○ △ 820

教育研究所管理費（関係団体負担金） ○ S25 65 3 ○ 78 0 0 78 ○ ○ 0

新任教員等研修事業 ○ S45 45 1 ○ 174 0 0 174 ○ ○ △ 59

外国語指導助手配置事業 ○ S45 45 1 ○ 185,014 0 18,461 166,553 ○ ○ ○ ○ 0

英語力向上事業 元気な社会 ○ ○ H23 4 1 ○ 57,643 30,300 3,516 23,827 ○ ○ ○ ○ 0

中国語教育推進事業 元気な社会 ○ ○ H24 3 1 ○ 1,406 0 0 1,406 ○ ○ ○ 0

12 11 3 0 17 12 0 269,889 30,300 26,569 213,020 3 2 3 2 1 0 1 1 4 1 0 0 2 0 0 0 0 6 0 6 0 0 0 0 0 △ 4,992

成果指標1結果分類

一般会計

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）学校教育政策課

会計区分

課・室名

平成
２６年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

7,885 7,845

6,400 5,068

6,387 4,980

16 14

13 16

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

研究等申請件数

教員が個人やグループで行う自主的な研究・研修活動を促進し、教員の指導力・資質向上を図る。

①個人やグループによる教材・教具の開発、出版活動
②教員のグループによる授業力向上を目指した実践的研究
③教職大学院等の大学院派遣研修教員に対する助成

[予算額および指標の推移等]

２６年度

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 7,115

Ⅳ

Ⅳ

△ 22.0%

△ 7.2%

目標値、指標の積算根拠等

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

そ の 他

千　円

完　　了

［事業内容］

指標

△ 9.8%

4,592

区　　　　　　分

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

成果

活動

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

[事業目的]

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

補 助 金

そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

実行予算事      業      名 国　庫

県　単

教員指導力向上奨励事業 含まれる事業数

その他

自 治 事 務

所　　属

経過年数

教育 学校教育政策庁 教育力向上推進

事務区分
事業終了
予定年度

法定受託事務

13

10

会計区分 特別会計
企業会計

△ 4.9%

△ 20.8%

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

の推移

4,592

休　　止

その他特定財源

教員の自主的な研究活動や教職大学院派遣を支援し、教員の指導力向上を図る観点から必要であ
る。

□

整理統合

一　般　財　源

[事業の評価]

平成２５年度より募集方法・審査方法を変更し、初等中等教育研究会が行ってい
た募集、審査は廃止するとともに、学校教育政策課が一貫して行うこととする。

成果指標について、当事業は教員の指導力・資質向上を図り、教育水準を維持・向上
させることを目的としており、定量的に成果を把握することは困難である。

事業効果

指標

平成26年度予算額

4,592

事業開始後の見直し状況

教職大学院派遣人数

教員の積極的な応募を促し他の教員への普及を図るとともに、指導力向上を図る。

■

区　　　　　　分

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

－１－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

－ 1,386

3,397 1,386

3,300 1,378

77 125

222 340

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

平成２４年度は、県立高等学校改革検討委員会、中高授業交流研究会の開催、
授業改善事例集・学校全体の教育力向上に関する指針の作成、保護者等に対す
る教育力向上セミナーを開催。平成２５年度は、中高授業交流研究会の開催、授
業改善事例集の作成を継続して実施

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

414

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

中高授業交流研究会を継続的に実施するとともに中学・高校教員の積極的な参加を促し、中高の連
続性を高めていく。また、大学教員等の指導を得ながら、中高授業改善事例集がより実践的なもの
となるよう努める。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成26年度予算額

414

指標

成果

授業交流研究会の実施 130

338

教育 学校教育政策

△ 70.1%

△ 64.7%

△ 58.2%

414

414

事業終了
予定年度

経過年数

・中学・高校が連携した授業交流研究会を継続的に実施
・大学教員等の指導を得ながら教科指導の連続性を重視した授業改善事例集を作成

中学校の研究会に参加した高校教員数、高校の研究会に参加した中学校教員数

その他

中学校、高校が実施する授業研究会の実施回数

の推移

授業交流研究会の参加人数

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

庁

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅰ

Ⅰ

□ □

成果指標について、当事業は中・高の連続性を高め学力の向上を図ることを目的とし
ており、定量的に成果を把握することは困難である。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■
中学・高校の接続を重視した授業改善を進めていくために中高授業交流研究会の継続的な実施が必
要

整理統合

26.3%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円△ 48

□

国　庫

県　単

福井の教育力ステップアップ事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

中学・高校の接続を重視した授業改善を進め、小・中学生のトップレベルの学力を更に高めるとともに高校につなげる「福井型１８年教育」を推進する。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２６年度

33.2%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－２－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

- - 2,713

- 540 1,831

- 540 1,733

- 20 27

1,172 1,286 1,532

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

委員会等開催回数 企画運営委員会等の開催回数の合計

「福井型１８年教育」を形成する小学校から高校までの学校教育段階での学力を更に向上させるため、学力向上センターを設置し、学力向上施策を推進する。

学力向上センターにおける学力向上施策の検討、推進に必要な委員会等の開催

[予算額および指標の推移等]

２６年度

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 1,419

Ⅲ

Ⅰ

220.9%

22.3%

目標値、指標の積算根拠等

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

結果分類

平均伸び率

そ の 他

千　円

完　　了

△ 37

［事業内容］

指標

△ 2.9%

1,419

区　　　　　　分

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

成果

活動

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□ □

[事業目的]

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

補 助 金

そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

実行予算事      業      名 国　庫

県　単

福井県学力向上センター運営費 含まれる事業数

その他

自 治 事 務

所　　属

経過年数

教育 学校教育政策庁 教育力向上推進

事務区分
事業終了
予定年度

県外からの学校視察受入人数

法定受託事務

16

会計区分 特別会計
企業会計

△ 47.7%

108.3%

計 画 の 達 成 状 況

2,116

国　　　　　庫

の推移

休　　止

その他特定財源

学力向上施策の企画、推進に当たり、大学教授等外部アドバイザーから専門的な知見や最新の教育
事情等を取り入れる観点から重要である。

□

整理統合

一　般　財　源

[事業の評価]

２４年度は、学校教育政策課、高校教育課、義務教育課の各課が委員会を設置、
運営していたが、２５年度より学校教育政策課が一括して予算計上し、教育課題
に応じて委員会等を設置し、対応していく。

事業効果

指標

平成26年度予算額

1,419

事業開始後の見直し状況

アドバイザーによる企画運営会議のほか、個別の教育課題（英語教育、授業改善、学力向上など）
について必要に応じて外部アドバイザーの意見を聞きながら、各課連携のもと学力向上施策を推進
していく。

□

区　　　　　　分

1,419

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

－３－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

高校生が福井県ゆかりの第一線で活躍する企業経営者等による授業を通して、夢や目標について考
え、学習意欲を高める機会となることから今後も継続する。なお、中学校を対象とした「夢や希望
を育てる講演会」については廃止する。 見　直　し　額 △ 543 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
子どもたちの夢や希望を育てるキャリア教育の観点からも重要

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,858

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,858 平成２６年度より、義務教育課の「夢や希望を育む教育活動推進事業」を整理統
合し、中学生対象の「夢や希望を育てる講演会」に加えて、高校生対象に福井ふ
るさと教員による授業を開始

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 「将来の夢や目標を持っている」と答える児童生徒の割合（全国学調） 小68.1%　中44.7%  〕　／　整備目標 26 小75%　中50%

指標 「将来の夢や目標を持っている」と答える児童生徒（中学校） 47.4%

の推移 成果 「将来の夢や目標を持っている」と答える児童生徒（小学校） 74.6%

事業効果 指標 「夢や希望を育てる講演会」参加者数 552

決 算 額 の 推 移

活動 「福井ふるさと教員」による授業受講生徒数 1,360

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,858

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,858

法定受託事務

[事業目的]

中学・高校生が将来に向けて目標を持ち、学習意欲を高めていけるように、福井県ゆかりの企業経営者等による授業を実施

［事業内容］

・「福井ふるさと教員」による授業
　福井ゆかりの第一線で活躍する企業経営者等を「福井ふるさと教員」として任命し、社会での経験等をもとにした授業を実施

・「夢や希望を育てる講演会」の開催
　県内外から、それぞれの分野における第１人者を招き、自分の経験や職業、人生に対する熱い思いを語ってもらうことで、子ども達の挑戦する意欲や夢を育てる契機とする。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「夢や希望を育て未来を築く教室」開催事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 学校教育政策 教育力向上推進

－４－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

福井の高い教育力・授業力をさらに発信していくための方策についてあり方を検討する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
年間を通して県外から教育関係者の視察があり、１０月に開催した「福井教育フォーラム」にも多
数の参加があるなど、福井の教育に対する関心が高まっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,976

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,976

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 県外からの学校視察受入人数 2,116

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 参加者数 729

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,976

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,976

法定受託事務

[事業目的]

福井型１８年教育をはじめとする福井の高い教育力・授業力を全国に向けて発信する。

［事業内容］

県内外の教員、教育関係者等を対象として、公開授業や大学教授の記念講演、シンポジウム等を実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井の教育発信事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 学校教育政策 教育力向上推進

－５－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

4 □ ■ S21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 69 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

15,546 15,278 14,927 16,560

17,426 17,399 16,744 17,738

17,426 17,399 16,441 17,738

1,226 1,197 1,231 1,169

796 705 643 637

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

人事給与

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

　平成18年度より永年勤続等教職員表彰の記念品贈呈対象者を退職者のみと
し、30年勤続者の施設招待を廃止
　平成21年度より退職者への記念品贈呈を廃止
　平成25年度より教採試験における適性検査を1種類とし、募集を校種別・教科別
に変更
　平成26年度より教職員人事・履歴総合管理システムを統合

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

11,345

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

教職員の人事や給与については、引き続き適切な管理運営を行っていく。また、平成２５年度より
教員採用試験の募集方法や選考方法を見直ししたところであり、専門性、指導力の高い教員の確保
に努めていく。
教職員人事・履歴総合管理システムについては平成２６年度に人事企画課とシステム統合し運営費
を削減。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成26年度予算額

11,345

指標

成果

教員採用試験受験者数 1,101

648

教育 学校教育政策

△ 11.2%

△ 8.5%

0.7%

7,985

11,345

事業終了
予定年度

経過年数

（１）人事給与管理事業
（２）顧問弁護士報酬
（３）教員の資質等評価委員会運営事業
（４）教職員人事・履歴総合管理システム維持管理費

その他

の推移

永年勤続等表彰者数

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

庁

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅲ

Ⅲ

□ □

事業目的自体が成果指標になじまない。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了
所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■
　教職員をはじめとする学校内のあらゆる職員（県立学校事務職員を除く。）の採用、異動関係、
給与関係の管理は、必要不可欠である。

整理統合

△ 4.9%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円△ 3,485

□

国　庫

県　単

人事給与管理事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

公立小・中学校および県立学校教職員の人事・給与管理に関する事務ならびに争訟関係事務に要する経費

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２６年度

△ 2.6%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－６－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

491 578 733 762

491 578 733 762

491 578 733 762

324 325 323 323

40,300 40,027 43,557 43,878

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

970

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　教職員の授業力向上および負担軽減のため、今後も継続していく。なお、教材研究システムにつ
いては平成２７年度より学習支援システムとして統合して効率的な運営を図ることとし、保守費用
を削減。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成26年度予算額

970

指標

ネットワーク利用回数成果

接続機関数

46,927

322

教育 学校教育政策

19.0%

19.0%

16.2%

970

970

事業終了
予定年度

経過年数

　①教員が作成した教材等を各学校で適正性を確認した上、インターネット網で研究所に送信し、研究所が専用サーバにアップする。
　　アップされた教材等は、研究所のホームページからパスワードを入力することにより閲覧・利用が可能となる。
　②研究所が単独であるいは県内大学と連携・協力して開発した県独自の教材等を発信していく。

「教材研究支援システム」のアクセス数（３月１２日現在）

その他

県内全学校

の推移 Ⅱ

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

庁

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅲ

□ □

平成21年度　専用サーバ設置

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■
　質の高い教材・指導ノウハウを収集し、県内の教職員がこれを利用することにより、授業の質も
向上し、福井県全体の教育の水準が向上する。また、教職員の授業準備の負担の軽減につながる。

整理統合

3.9%

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円△ 820

□

国　庫

県　単

教材研究支援事業 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

児童生徒に分かりやすい授業を行っている教員の教材等を集約・提供するシステムを構築し、教員の多忙感や負担感の解消を図る。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２６年度

△ 0.2%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－７－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

3 □ ■ S25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

88 88 88 78

88 88 88 78

88 88 88 78

10 10 10 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進

区　　　　　　分

活動

事業効果

計 画 の 達 成 状 況

指標

平成２４年度より、全国情報処理教育センター指導者協議会負担金を廃止

廃　　止□

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

78

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

各団体が主催する研究協議会等は全国の教育研究の取組や最新の教育事情等を収集する機会として
重要であるが、各団体の運営については機能統合による統廃合や必要に応じた会議の開催にする
等、他県とも協議して効率化を提案していく。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成26年度予算額

78

指標

成果

研究協議会等開催件数 8

教育 学校教育政策

△ 2.9%

△ 2.9%

△ 3.8%

78

78

事業終了
予定年度

経過年数

（１）都道府県指定都市教育センター所長会負担金
（２）全国教育研究所連盟負担金
（３）東海北陸教育研究所連盟負担金

その他

の推移

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

庁

実行予算事      業      名

法定受託事務

Ⅳ

■ □

教育情報を収集するとともに教育研究所員の資質向上を図る。

□

縮　　減

休　　止

 〕　／　整備目標

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□
教育研究所間相互の連携を強化し、全国や他県の教育情報を収集するうえで重要

整理統合

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

[事業の評価]

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

□

国　庫

県　単

教育研究所管理費（関係団体負担金） 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

教育研究所相互の連絡を密にし、提携して研究調査の進展を図り、教育研究調査や情報処理教育等の充実を図る。

事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

[予算額および指標の推移等]

２６年度

△ 5.0%

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

－８－



別紙１

■
□ （
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 45 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

940 940 959 860

940 940 959 860

940 922 941 860

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　１　教職経験者研修　　（対象者　教職経験者５か年および１０か年の教員）
　２　新任教務主任研修　（対象者　新任教務主任）

[事業の評価]

平成２６年度より、新任特別支援教育担当教員、新任通級指導担当教員等研
修については、特別支援教育センターにおける研修で実施

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

174

174

国　　　　　庫

その他特定財源

指標

の推移 成果

事業効果

指標

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

100.0%

区　　　　　　分

活動

平成26年度予算額

教育 学校教育政策

△ 22.0%

△ 22.0%

平均伸び率

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

事務区分

会計区分 特別会計
企業会計

教育力向上推進

事業終了
予定年度

法定受託事務

県　単

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

庁

実行予算国　庫

研修事業の目的は教員としての資質や能力の向上を図ることにあり、定量的に成果
指標を測定することは困難である。

［事業内容］

その他

 〕　／　整備目標

□

整理統合 □

△ 59

□

縮　　減

休　　止

廃　　止 □

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応
□

□

■
継続的に毎年多数の参加者があり、教育公務員としての資質の向上に役立っている。

教育課程の適正な実施や教育の今日的課題の解決に向け、本研修を計画的に実施していく。

拡　　充

継　　続

事業開始後の見直し状況

□

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

※目標数値を決定することが困難なため、特記事項に記載。

Ⅱ

千　円

完　　了

終期の見直し

そ の 他

新任教員等研修事業 含まれる事業数

0.0%研修参加率（％）

事      業      名

　新任教員等の資質向上を図る。

△ 2.8%

経過年数

結果分類

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２６年度

174

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 174

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 45 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

181,691 185,329 186,543 182,372

177,093 178,057 183,410 181,818

176,733 177,107 182,466 181,720

35 35 36 36

29% 31% 37%

44% 51% 54%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 学校教育政策 言語・総合教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 外国語指導助手配置事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　高等学校の生徒および担当教員に対し英語等の外国語指導助手による生きた外国語と接する機会を提供し、本県の外国語教育の充実を図る。

［事業内容］

　１　招致人数　　英語　３５名、中国語　１名

　２　業務内容　　（１）英語および中国語学習の補助
　　　　　　　　　（２）クラブ（部）活動の補助
　　　　　　　　　（３）英語および中国語担当教員の現職教育
　　　　　　　　　（４）総合的な学習の時間における国際理解教育
　　　　　　　　　（５）英語キャンプやイングリッシュ・シャワー等の県事業への協力

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 190,623 1.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 185,014 1.1%

決 算 額 の 推 移 0.9%

活動 ＡＬＴ配置数 36 0.7% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 英語が好きな生徒（％） 37% 8.8% 高校教育課調査 Ⅰ

指標 英語を続けたい生徒（％） 54% 7.3% 　　　〃 Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 185,014 平成３年度から中国語指導助手を配置
平成２１年度から英語指導助手３名を減員

平成２４年度採用者から単価見直し財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 18,461

一　般　財　源 166,553

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　生徒および担当教員が直接、生きた英語等に触れ合うことにより、実践的なコミュニケーション
能力の育成が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も外国語指導助手の配置により生きた英語等と接する機会を提供し、本県の外国語教育の充
実を図るため事業を継続する。また、平成３２年度の学習指導要領改正に伴い、英語コミュニケー
ション能力のさらなる伸長が求められるため、今後の英語教育のあり方について検討する。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

31,536 69,889 69,889 40,614

26,296 63,907 63,907 37,102

24,441 58,240 58,240 34,811

5 8 8 8

29% 31% 37%

44% 51% 54%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 学校教育政策 言語・総合教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 英語力向上事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　授業以外で英語に触れる機会を増加させるとともに海外語学研修等の実践的なプログラムにより、英語コミュニケーション能力を伸ばし、国際的に活躍する人材を育成する。

［事業内容］

　１　英語教育校の授業改善の実施…オリジナル教材を活用した授業の推進等
　２　英語教育推進重点校（スーパーグローバルハイスクール）の指定
　３　教員の指導力向上…英語科教員研修、海外研修の実施
　４　ＡＬＴの活用…イングリッシュシャワーの実施、土曜スクール、ワールド・コミュニケーション・パーティー、イングリッシュ・タウン・ウォーキングの実施
　５　生徒の英語体験機会の充実…米国での語学研修、高校生の留学促進、ディベート大会の開催、グローバル語り部の派遣、「ＦＵＫＵＩ英語ランド（仮称）の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 61,709 32.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 57,643 39.1%

決 算 額 の 推 移 32.7%

活動 土曜スクール開催校数 8 15.0% 高校教育課調査 Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 英語が好きな生徒（％） 37% 8.8% 　　〃 Ⅰ

指標 英語を続けたい生徒（％） 54% 7.3% 　　〃 Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 57,643

財源内訳

国　　　　　庫 30,300

その他特定財源 3,516

一　般　財　源 23,827

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　英語を「聞く」、「話す」機会を充実し、英語好きな生徒を増やすことで国際的に活躍する人材
の育成を図る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　高校生の英語コミュニケーション能力向上には、日常的に英語に触れる機会や集中的に英語漬け
となる機会の確保、特色ある英語教材や教員の授業改善が有効であり、今後も継続する。また、平
成３２年度の学習指導要領改正に伴う小学校英語の教科化等を見据え、今後の英語教育のあり方に
ついて検討する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

1,894 1,894 1,406

1,307 1,307 1,406

1,307 1,307 1,188

27 27 35

18 14

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 学校教育政策 言語・総合教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 中国語教育推進事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　県立高校として唯一の中国語コースを有する足羽高校の中国語学習環境を充実し、生徒の中国語によるコミュニケーション能力の更なる向上を図る。

［事業内容］

　１　全国大会等に参加する生徒への支援
　　　　・中国語コンテスト、中国語スピーチコンテスト等の全国大会に参加する生徒への旅費・宿泊費等の補助、留学生・大学生による特別指導

　　２　中国での語学研修の開催
　　　　・県立や私立高校生５人を対象に、現地の大学等と連携した語学研修やホームステイによる生活体験学習等を実施（１５日間）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,406 △ 8.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,406 2.5%

決 算 額 の 推 移 △ 4.6%

活動 全国大会参加人数 33 8.0% Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 中国語検定合格率 31 49.6% 中国語検定　２級（英検準１級）、３級（英検２級）、４級（英検準２級）の合格者数÷受験者数 Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,406

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,406

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　中国語を使う全国大会への参加や中国語検定の受験など積極的に実施されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　中国への語学研修や全国大会への参加講習など中国語を使う機会を充実することで、生徒の中国
語習得への意欲が高まっており、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１２－


